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     新たな地域医療体制構築の 

    ための政策課題 



政策課題 

• 課題１ 

–医療計画と医療圏見直し 

• 課題２ 

–病床機能分化と地域医療ビジョン 

• 課題３ 

–地域連携から地域経営統合へ 



課題１ 
医療計画と医療圏見直し 

医療圏の統合 



医療計画見直し等検討会 

• 伊藤 伸一 日本医療法人協会副会長  

• 尾形 裕也 九州大学大学院医学研究院教授  

• 神野 正博 全日本病院協会副会長  

• 齋藤 訓子 日本看護協会常任理事  

• 末永 裕之 日本病院会副会長  

• 鈴木 邦彦 日本医師会常任理事  

• 池主 憲夫 日本歯科医師会常務理事  

• 中沢 明紀 神奈川県保健福祉局保健医療部長  

• 長瀬 輝諠 日本精神科病院協会副会長  

• 伏見 清秀 東京医科歯科大学大学院教授  

• 布施 光彦 健康保険組合連合会副会長  

• ○武藤 正樹 国際医療福祉大学大学
院教授  

• 山本 信夫 日本薬剤師会副会長  

• 吉田 茂昭 青森県立中央病院長 

第１回検討会 

2010年12月17日 
 



医療計画見直しの方向性 

• ①医療圏見直し 

• ②数値指標の見直し 

• ③精神疾患を５疾患目に追加 

• ④医療従事者の確保に関する事項 

• ⑤災害時における医療体制の見直し 

• ⑥在宅医療に係わる医療体制の充実・強化 

 



 



医療圏見直し 

人口２０万人未満で、 
流出率２０％以上、流入率20％未満
の医療圏を見直すことになった 

25年ぶりの 
医療圏見直し 



 

見直し対象８７医療圏、 そのうち3医療圏しか見直されなかった！ 



見直しをしない理由 
～都道府県アンケート調査～ 

• 「見直す必要がない」（8府県、5府県は見直し対象圏域を含まない府県） 

• 「（見直しの）メリットがない」（4県） 

• 「医療資源の確保がより困難になる」（4県） 

• 「（見直しの）時間がない」（2県） 

• 「2次医療圏に関連づけられた拠点病院の指定などに影響が出る」（２県） 

• 「地域医療再生基金など進行中の事業計画に影響が出る」（２県） 

• 自由回答 

– 「見直しに伴い患者の利便性が低下するとの懸念から関係団体の理解が得られ
ない」 

– 「地域特性を考えると医療圏の合併は医療サービスの低下を招く恐れがある」 

– 「医療圏の中核病院の維持・強化が必要」「現医療圏での課題に取り組み、患者
の流出入を解消することが住民に望まれている」 



2次医療圏見直し圏域数の推移 

平成の大合併（1999～2010年） 

地域医療再生資金（2009～2011年） 
 

第１期医療圏見直し
（医療圏増） 

第２期医療圏見直し 
（医療圏減） 

見直し医療圏数 



 

新潟県における二次医療圏見直し 
13圏域（1987年）→７圏域（2006年） 



医療圏見直しの今後の課題 

大都市圏及びその周辺県の医療圏
見直しをどうするのか？ 



    
 
 課題２ 病床機能分化 

中医協調査専門組織 

入院医療等の調査・評価分科会 
 



 



 

  診療報酬による機能分化 
～杯型から砲弾型へ～ 

高度急性期に 
残れるのは18万床 

7対１、10対１ 
一般病棟の 
一部は亜急性期へ 

療養病床から 
亜急性期へ 



入院医療等の調査・評価分科会 

• （１）一般病棟入院基本料の見直しについて
の影響および慢性期入院医療の適切な評価
の見直し 

–①平均在院日数について 

–②重症度・看護必要度の項目 

–③その他の指標について 

• （２）亜急性期入院医療管理料等の見直し 

• （３）医療提供体制が十分ではないものの、地
域において自己完結する医療を提供している
医療機関に配慮した評価の検討 



平均在院日数 

• 4泊5日以内の短期手術等の症例を除いて平
均在院日数を計算した場合 

– 12.2日→12.8日（＋０．6日延長） 

• 7対１、10対１入院基本料を算定する医療機

関で、特定除外患者を含めて平均在院日数
を計算した場合 

– 7対１ 21.0日→22.5日（＋1.5日延長） 

– 10対１ 22.0日→25.2日（＋3.2日延長） 

入院基本料の在
院日数要件を満
たすためには、さ
らなる平均在院
日数短縮努力が

必要 



 重症度・看
護必要度も
厳格化 



亜急性期入院医療 

亜急性期入院医療が大きく見直しされる 



亜急性期入院医療 

• 亜急性期病床の役割・機能 
–①急性期病床からの患者受け入れ 

• 重症度・看護必要度 

–②在宅等にいる患者の緊急時の受け入れ 
• 二次救急病院の指定や在宅療養支援病院の届け出 

–③在宅への復帰支援 
• 在宅復帰率 

• データ提出 
– 亜急性期病床の果たす機能を継続的に把握する必要性を踏まえ、
提供されている 医療内容に関するＤＰＣデータの提出 

 



 



入院医療等の調査・評価分科会の 
調査結果に基づいて、 

8月21日の中医協総会の議論が始まった！ 

中医協総会 



病床機能情報報告制度と 
次期医療計画見直し 

「病床機能情報の報告・提供の具体的なあり方に関する検討会」 
     （座長 学習院大学遠藤久夫教授） 



病床機能情報の報告・提供制度 

 



https://www.cabrain.net/newspicture/20130904-7.jpg


病床機能分化の今後の課題 

病床機能情報報告制と地域医療ビジョンどのように医療計
画に盛り込むのか？ 

診療報酬上の病床区分とどのように整合性を取るのか？ 



課題３ 
地域連携から地域経営統合へ 



 



 



 



医療法人法の改正 

• 経済財政諮問会議（議長：安倍首相） 

–伊藤元重東大教授 

–医療法人法の改正（規制緩和） 

• 医療法人同士の合併や権利の移転をしやすくするよう
な医療法人制度の規制緩和を進めるべき 

–新型医療法人 

• 国や自治体が運営する公設病院や健保組合が運営
する公的病院などもグループに参加できるような地域
経営統合の道を開く 



 

１つの広域医療圏で設立する 

ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｶﾝﾊﾟﾆｰ 

PFI  

民間
資本 

介
護
施
設  

一
般
病
院 

専
門
病
院  

精
神
病
院  

薬
局  

検
査
機
関  

基
幹
病
院 

診
療
所  

在
宅
ケ
ア
業
者  

身
障
者
ケ
ア
施
設  

⑥経営審査･評価機能  
⑦レセ電算ｾﾝﾀ機能  
⑧その他  

【ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞカンパニー】 
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④画像診断ｾﾝﾀ機能  
⑤ｅ－ＩＣＵ運営機能 
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複数医療機関を中心とした運営組織の設立 
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       など 

医療機関及び医療関連企業、医師会、大学、行政の共同出資会社 



広域医療圏統合事業体 

• ＩＨＮ：Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ Ｈｅａｌｔｈｃａｒｅ Ｎｅｔｗｏｒｋ 

– 「人口数百万人の広域医療圏において、急性期
ケア病院、診療所、リハビリ施設、介護施設、在
宅ケア事業所、地域医療保険会社など地域住民
に医療サービスを提供するために必要な機能を
網羅的に有する統合医療事業体」 

–松山幸弘氏、キャノングローバル戦略研究所 



IHNモデル 

• センタラヘルスケア 
– センタラ・ノーフォーク総合病
院を中核とし、半径100キロ
メートルの医療圏に約120の
医療関連施設を保有する複
合事業体 

– 総合病院と小児専門病院な
どの専門病院を中核として医
療機関を経営統合 

– 医科大学を併設 
– 開業医ネットワークとの連携 

– 機能の重複を上手く避けて、
互いに補完し合っている 

– 規模のメリットを追求 
 

 

バージニア州 ノースフォーク  
   センタラヘルスケア 



IHNモデルの成功の秘訣 

• 地域における医療機関の大規模な統合ネットワー
クの形成 

• 規模のメリット、ネットワーク内の機能分化と重複投
資の防止を通じて、浮いた財源で医療技術の進歩
に合わせた設備投資と人材育成を継続 

• 医療人材養成機関（医学部、看護学部など）を併設 

• 医療における民間的経営手法を徹底的に追求する 

• 医療と経営の分離 

• 民間手法による地域連携から地域統合へ 

 



日本版ＩＨＮ 

• 日本版ＩＨＮ 

–既存の単独の医療・介護福祉・教育複合
体の発展形 

–また先進的な民間病院の連合体構想など
も考えられる 

–今や存続が危ぶまれている公的病院のリ
ストラプロセスの中での地域統合ネット
ワークも現実的な選択肢 

 



医療機関の経営統合の 
今後の課題 

医療計画にどのように盛り込むのか？ 
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ご清聴ありがとうございました 

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイ
トに公開しております。ご覧ください。 

 
武藤正樹 検索 クリック 

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで 
  gt2m-mtu@asahi-net.or.jp 
 

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/ 
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください 

フェースブッ
クで「お友達
募集」をして
います 
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